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(百万円未満切捨て)

１．2023年１月期第１四半期の業績（2022年２月１日～2022年４月30日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年１月期第１四半期 3,961 30.7 298 167.3 312 152.2 213 133.8

2022年１月期第１四半期 3,031 △7.1 111 △5.3 123 △10.0 91 △3.0
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年１月期第１四半期 311.65 ―

2022年１月期第１四半期 135.93 ―
　

　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年１月期第１四半期 11,357 8,022 70.6

2022年１月期 10,556 7,868 74.5
(参考) 自己資本 2023年１月期第１四半期 8,022百万円 2022年１月期 7,868百万円

　

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年１月期 ― 0.00 ― 100.00 100.00

2023年１月期 ―

2023年１月期(予想) 0.00 ― 100.00 100.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無
　　

　

３．2023年１月期の業績予想（2022年２月１日～2023年１月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 15,000 13.8 675 14.7 750 12.6 525 9.7 765.00

(注)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無
　

　　



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無
　

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年１月期１Ｑ 819,600株 2022年１月期 819,600株

② 期末自己株式数 2023年１月期１Ｑ 133,326株 2022年１月期 133,326株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年１月期１Ｑ 686,274株 2022年１月期１Ｑ 672,953株
　

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

　

　　



太洋基礎工業株式会社(1758) 2023年１月期 第１四半期決算短信

― 1 ―

○添付資料の目次

　

１．四半期財務諸表及び主な注記 …………………………………………………………………………２

（１）四半期貸借対照表 ……………………………………………………………………………………２

（２）四半期損益計算書 ……………………………………………………………………………………４

（３）四半期財務諸表に関する注記事項 …………………………………………………………………５

（継続企業の前提に関する注記） ……………………………………………………………………５

（会計方針の変更） ……………………………………………………………………………………５

（セグメント情報等） …………………………………………………………………………………６

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） ……………………………………………７

２．補足情報 …………………………………………………………………………………………………８

（１）生産、受注及び販売の状況 …………………………………………………………………………８

　



太洋基礎工業株式会社(1758) 2023年１月期 第１四半期決算短信

― 2 ―

１．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2022年１月31日)

当第１四半期会計期間
(2022年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,284,092 4,165,679

受取手形 155,171 193,812

電子記録債権 342,257 371,787

完成工事未収入金 2,598,465 924,027

契約資産 - 1,581,341

有価証券 180,619 280,317

未成工事支出金 316,882 54,602

その他 120,871 184,725

貸倒引当金 △710 -

流動資産合計 6,997,649 7,756,292

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 146,445 144,129

機械及び装置（純額） 873,787 900,964

土地 919,513 919,513

リース資産（純額） 46,286 42,432

建設仮勘定 - 1,658

その他（純額） 7,735 6,809

有形固定資産合計 1,993,767 2,015,509

無形固定資産 16,525 15,568

投資その他の資産

投資有価証券 1,110,231 1,114,948

破産更生債権等 12,500 12,500

繰延税金資産 76,032 126,151

その他 400,487 367,608

貸倒引当金 △51,064 △51,064

投資その他の資産合計 1,548,187 1,570,144

固定資産合計 3,558,481 3,601,222

資産合計 10,556,130 11,357,514
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(単位：千円)

前事業年度
(2022年１月31日)

当第１四半期会計期間
(2022年４月30日)

負債の部

流動負債

支払手形 711,317 927,039

工事未払金 900,873 1,060,768

1年内返済予定の長期借入金 55,862 36,142

リース債務 13,540 13,695

未払法人税等 25,549 162,809

未成工事受入金 179,396 -

契約負債 - 83,400

工事損失引当金 3,500 40,756

完成工事補償引当金 37,564 30,084

賞与引当金 45,063 92,565

その他 271,030 427,842

流動負債合計 2,243,696 2,875,103

固定負債

リース債務 57,130 53,647

退職給付引当金 283,512 302,386

役員退職慰労引当金 98,960 99,900

資産除去債務 3,990 3,990

固定負債合計 443,592 459,924

負債合計 2,687,289 3,335,027

純資産の部

株主資本

資本金 456,300 456,300

資本剰余金 397,437 397,437

利益剰余金 7,320,320 7,479,472

自己株式 △508,029 △508,029

株主資本合計 7,666,028 7,825,180

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 202,812 197,306

評価・換算差額等合計 202,812 197,306

純資産合計 7,868,841 8,022,487

負債純資産合計 10,556,130 11,357,514
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（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2021年２月１日
　至 2021年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年２月１日
　至 2022年４月30日)

売上高

完成工事高 3,018,955 3,945,549

兼業事業売上高 12,853 15,748

売上高合計 3,031,808 3,961,298

売上原価

完成工事原価 2,690,633 3,392,533

兼業事業売上原価 4,995 6,937

売上原価合計 2,695,628 3,399,471

売上総利益

完成工事総利益 328,321 553,015

兼業事業総利益 7,858 8,810

売上総利益合計 336,180 561,826

販売費及び一般管理費 224,391 263,041

営業利益 111,788 298,784

営業外収益

受取利息 1,256 805

受取配当金 254 100

受取賃貸料 3,297 3,540

生命保険配当金 6,051 8,705

その他 5,776 2,953

営業外収益合計 16,636 16,105

営業外費用

支払利息 883 858

賃貸費用 1,936 1,883

自己株式処分費用 1,000 -

その他 836 20

営業外費用合計 4,655 2,761

経常利益 123,768 312,127

特別損失

固定資産除売却損 0 -

特別損失合計 0 -

税引前四半期純利益 123,768 312,127

法人税、住民税及び事業税 59,680 153,200

法人税等調整額 △27,383 △54,946

法人税等合計 32,296 98,253

四半期純利益 91,472 213,874
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしました。

これにより、従来、工事契約に関して、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進

行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用していましたが、当第１四半期会計期間より、一定の

期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一

定の期間にわたり収益を認識することとしました。なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ること

ができませんが、発生した費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準により収益を認識しており

ます。また、履行義務を充足するまでの期間がごく短い場合は、履行義務を充足した時点で収益を認識してお

ります。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１

四半期会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第１四半期累計期間の売上高が4,493千円減少し、売上原価は1,426千円減少し、営業利益、経

常利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ3,067千円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は

13,905千円増加しております。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号 2020年３月31日)第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第１四半期累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載してい

ません。

収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の財務諸表において、「流動資産」に表示しておりました

「完成工事未収入金」のうちそれらに含まれる契約資産に相当する金額を、また「流動負債」に表示しており

ました「未成工事受入金」に含まれる契約負債に相当する金額を、第１四半期会計期間よりそれぞれ「契約資

産」、「契約負債」として表示することといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な

取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法による組替えを行っておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとししました。なお、四半期財務諸表に与える

影響はありません。
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（セグメント情報等）

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 2021年２月１日 至 2021年４月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計
特殊土木工事等

事業

住宅関連工事事

業

環境関連工事事

業
建築事業

機械製造販売等

事業

再生可能エネル

ギー等事業

売上高

外部顧客への

売上高
1,381,719 1,189,620 78,662 368,953 ― 12,853 3,031,808

セグメント間の

内部売上高

又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 1,381,719 1,189,620 78,662 368,953 ― 12,853 3,031,808

セグメント利益 43,760 37,372 10,339 12,457 ― 7,858 111,788

(注) セグメント利益の合計は四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 2022年２月１日 至 2022年４月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計
特殊土木工事等

事業

住宅関連工事

事業

環境関連工事事

業
建築事業

機械製造販売等

事業

再生可能エネル

ギー等事業

売上高

官公庁 1,374,909 78,113 750 ― ― ― 1,453,772

民間 540,521 1,212,503 238,864 499,888 3,522 12,226 2,507,526

顧客との契約から

生じる収益
1,915,430 1,290,616 239,614 499,888 3,522 12,226 3,961,298

外部顧客への

売上高
1,915,430 1,290,616 239,614 499,888 3,522 12,226 3,961,298

セグメント間の

内部売上高

又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 1,915,430 1,290,616 239,614 499,888 3,522 12,226 3,961,298

セグメント利益

又は損失(△)
213,493 36,709 51,403 △11,540 1,201 7,517 298,784

(注) セグメント利益又は損失の合計は四半期損益計算書の営業利益と一致しております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

報告セグメントの区分方法の変更

当第１四半期会計期間より、前事業年度において「特殊土木工事等事業」に含まれていた「太陽光設備関連の建

設」の事業について、カーボンニュートラルに向けた環境工事に注力するため組織的な変更をおこなったため、ま

た、金額的な重要性が増したため、「環境関連工事事業」と名称を変更し、新たに報告セグメントとして記載する

方法に変更しております。

なお、前第１四半期累計期間のセグメント情報については変更後の区分により作成したものを記載しておりま

す。

会計方針の変更

当第１四半期会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、

事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期累計期間の「特殊土木工事等事業」の売上高は20,558千円

増加、セグメント利益は4,055千円増加し、「住宅関連工事事業」の売上高は18,458千円減少、セグメント利益は

2,375千円減少し、「環境関連工事事業」の売上高は6,593千円減少、セグメント利益は4,746千円減少しておりま

す。「建築事業」、「機械製造販売等事業」、「再生可能エネルギー等事業」については影響額はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。
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２．補足情報

（１）生産、受注及び販売の状況

当社は生産実績を定義することが困難であるため生産実績の記載はありません。

① 売上高の状況

　 (単位：千円)

セグメントの名称

前第１四半期累計期間
(自 2021年２月１日
　至 2021年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年２月１日
　至 2022年４月30日)

対前年同期

金額
構成比
(％)

金額
構成比
(％)

金額
増減率
(％)

特殊土木工事等 1,381,719 45.6 1,915,430 48.4 533,710 38.6

住宅関連工事 1,189,620 39.2 1,290,616 32.5 100,996 8.5

環境関連工事 78,662 2.6 239,614 6.1 160,952 204.6

建築 368,953 12.2 499,888 12.6 130,935 35.5

機械製造販売等 ― ― 3,522 0.1 3,522 ―

再生可能エネルギー等 12,853 0.4 12,226 0.3 △627 △4.9

合計 3,031,808 100.0 3,961,298 100.0 929,489 30.7

(注) 金額には消費税等は含まれておりません。

② 受注高

　 (単位：千円)

セグメントの名称

前第１四半期累計期間
(自 2021年２月１日
　至 2021年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年２月１日
　至 2022年４月30日)

対前年同期

金額
構成比
(％)

金額
構成比
(％)

金額
増減率
(％)

特殊土木工事等 1,507,280 41.3 1,475,744 34.4 △31,535 △2.1

住宅関連工事 1,215,337 33.3 1,254,420 29.3 39,083 3.2

環境関連工事 497,140 13.6 359,389 8.4 △137,750 △27.7

建築 432,497 11.8 1,197,620 27.9 765,122 176.9

機械製造販売等 　― ― 736 0.0 736 ―

再生可能エネルギー等 ― ― ― ― ― ―

合計 3,652,254 100.0 4,287,911 100.0 635,656 17.4

(注) 金額には消費税等は含まれておりません。

③ 受注残高

　 (単位：千円)

セグメントの名称

前第１四半期累計期間
(自 2021年２月１日
　至 2021年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年２月１日
　至 2022年４月30日)

対前年同期

金額
構成比
(％)

金額
構成比
(％)

金額
増減率
(％)

特殊土木工事等 2,306,618 54.7 1,773,154 50.4 △533,463 △23.1

住宅関連工事 247,723 5.9 206,094 5.9 △41,628 △16.8

環境関連工事 717,795 17.0 150,706 4.3 △567,088 △79.0

建築 942,514 22.4 1,386,559 39.4 444,045 47.1

機械製造販売等 ― ― 425 0.0 425 ―

再生可能エネルギー等 ― ― ― ― ― ―

合計 4,214,651 100.0 3,516,940 100.0 △697,710 △16.6

　(注) 金額には消費税等は含まれておりません。

　


